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【事案の概要等】 

１ 事案の概要 

本件は，別紙物件目録記載の各家屋（以下，併せて「本件各家屋」といい，各

別には目録の番号に従い，「本件家屋Ⅰ」，「本件家屋Ⅱ」のようにいう。）

の所有者である原告が，本件各家屋の平成２７年度の固定資産課税台帳に登録

された価格（以下「登録価格」という。）を不服として，いわき市固定資産評

価審査委員会に対し審査申出をしたところ，同委員会が上記審査申出を棄却す

る旨の決定（以下「本件審査決定」という。）をしたため，原告が，被告に対

し，本件審査決定の一部の取消しを求めた事案である。 

２ 前提事実（認定に供した証拠等の掲記がない事実は，当事者間に争いがな

い。） 

（１）原告は，平成２７年１月１日時点での本件各家屋の所有者であり，本件

各家屋の平成２７年度の固定資産税の納税義務者である。また，原告は，ゴル

フ場の所有・運営等を目的とする株式会社であり，福島県いわき市に所在する

「いわきプレステージカントリー倶楽部」（以下「本件ゴルフ場」という。）

を運営し，その付帯施設として本件各家屋を利用していた（本件家屋Ⅰがクラ

ブハウス，本件家屋Ⅱが機械庫，本件家屋Ⅲが薬品庫，本件家屋Ⅳが店舗，本

件家屋Ⅴがコース管理室，本件家屋Ⅵがアウトコース売店，本件家屋Ⅶがイン

コース売店である。）。なお，原告は，平成１９年６月１日，商号を「常磐カ

ントリー倶楽部株式会社」から「いわきプレステージカントリー倶楽部株式会

社」に変更した。（Ａ１，４，２５，弁論の全趣旨） 

（２）平成２３年３月１１日，東北地方太平洋沖地震が発生し，東京電力ホー

ルディングス株式会社（当時の商号は東京電力株式会社。以下「東京電力」と

いう。）の福島第１原子力発電所において原子炉が水素爆発するなどの事故

（以下「本件事故」という。）が発生した（以下，東北地方太平洋沖地震及び

本件事故を併せて「東日本大震災」という。）。 

（３）被告は，本件各家屋の賦課課税について，本件事故以降平成２６年度ま

での間，地方税法附則５５条の２を適用し，課税免除ないし減額課税をした

（Ａ４，Ｂ４，９，弁論の全趣旨）。 

（４）被告は，平成２７年３月３１日までに，平成２７年度に係る賦課期日に

おける本件各家屋の価格を下記アないしキのとおり決定し，これらを家屋課税

台帳に登録した。なお，被告は，再建築費評点数について，評価額が前年度の

評価額を超える場合，経年減点補正率が０．２（下限値）に達して以降の最も

低い再建築費評点数に置き換えて算出した（再建築評点数を置き換えている場

合には，下記【算定式】の再建築費評点数の括弧に当該再建築費評点数の年度

を記載する。）。（Ａ４，Ｂ４，９，弁論の全趣旨） 
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ア本件家屋Ⅰ １億９６０８万９７７９円 

本件家屋Ⅰは，主要構造部に鉄筋を使用して昭和５１年に新築された家屋（事

務所）として算定している。 

【算定式】 

３億４２８１万４３００円（再建築費評点数）×０．５２００（経年減点補正

率）×１．１０（１点単価） 

イ本件家屋Ⅱ ６２万５３１７円 

本件家屋Ⅱは，主要構造部に鉄骨を使用して昭和５１年に新築された家屋（倉

庫）として算定している。 

【算定式】 

２８４万２３５１円（再建築費評点数：平成２４年基準）×０．２０００（経

年減点補正率）×１．１０（１点単価） 

ウ本件家屋Ⅲ ４８万８９５４円 

本件家屋Ⅲは，主要構造部に鉄骨を使用して昭和５１年に新築された家屋（倉

庫）として算定している。 

【算定式】 

２２２万２５２０円（再建築費評点数：平成２４年基準）×０．２０００（経

年減点補正率）×１．１０（１点単価） 

エ本件家屋Ⅳ ５４万７４０６円 

本件家屋Ⅳは，主体構造部に軽量鉄骨を使用して平成４年に新築された家屋

（店舗）として算定している。 

【算定式】 

２４８万８２１２円（再建築費評点数：平成２４年基準）×０．２０００（経

年減点補正率）×１．１０（１点単価） 

オ本件家屋Ⅴ ４２万８３３０円 

本件家屋Ⅴは，主体構造部に軽量鉄骨を使用して昭和５１年に新築された家屋

（事務所）として算定している。 

【算定式】 

１９４万６９５７円（再建築費評点数：平成２４年基準）×０．２０００（経

年減点補正率）×１．１０（１点単価） 

カ本件家屋Ⅵ ４４万３３４２円 

本件家屋Ⅵは，主体構造を木造として昭和５１年に新築された家屋（店舗）と

して算定している。 

【算定式】 

２３５万８２０５円（再建築費評点数：平成１８年基準）×０．２０００（経

年減点補正率）×０．９４（１点単価） 
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キ本件家屋Ⅶ ４４万３３４２円 

本件家屋Ⅶは，主体構造を木造として昭和５１年に新築された家屋（店舗）と

して算定している。 

【算定式】 

２３５万８２０５円（再建築費評点数：平成１８年基準）×０．２０００（経

年減点補正率）×０．９４（１点単価） 

（５）原告は，いわき市固定資産評価審査委員会に対し，上記（４）の登録価

格を課税標準とする被告の賦課課税に対し，本件各家屋の登録価格を２分の１

に減額することを求める旨の審査申出を行った。 

（６）いわき市固定資産評価審査委員会は，平成２７年１２月１５日付けで本

件各家屋の登録価格が適正であることを理由に原告の上記（４）の審査申出を

棄却する旨の決定（本件審査決定）をし，同決定書は，同月２１日，原告に送

達された。 

（７）原告は，平成２８年５月２９日，福島地方裁判所いわき支部に対し，本

件訴えを提起した。なお，本件訴えは，同月３０日，上記裁判所から当裁判所

に回付された。（顕著な事実） 

（８）法令等の定め 

ア地方税法 

（ア）３４１条（固定資産税に関する用語の意義） 

固定資産税について，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

５号価格適正な時価をいう。 

（イ）３４９条（土地又は家屋に対して課する固定資産税の課税標準） 

基準年度に係る賦課期日に所在する土地又は家屋に対して課する基準年度の固

定資産税の課税標準は，当該土地又は家屋の基準年度に係る賦課期日における

価格で土地課税台帳若しくは土地補充課税台帳又は家屋課税台帳若しくは家屋

補充課税台帳に登録されたものとする（１項）。 

（ウ）３８８条（固定資産税に係る総務大臣の任務） 

総務大臣は，固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続（固定資

産評価基準）を定め，これを告示しなければならない。この場合において，評

価基準には，その細目に関する事項について道府県知事が定めなければならな

い旨を定めることができる（１項）。 

（エ）４０３条（固定資産の評価に関する事務に従事する市町村の職員の任

務）市町村長は，３８９条又は７４３条の規定によって道府県知事又は総務大

臣が固定資産を評価する場合を除く外，３８８条１項の固定資産評価基準によ

って，固定資産の価格を決定しなければならない（１項）。 



福島地裁 平成 27 年（行ウ）3 

4 

 

（オ）４３２条（固定資産課税台帳に登録された価格に関する審査の申出） 

固定資産税の納税者は，その納付すべき当該年度の固定資産税に係る固定資産

について固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合において

は，（中略）文書をもって，固定資産評価審査委員会に審査の申出をすること

ができる（１項本文）。 

（カ）４３４条（争訟の方式） 

ａ 固定資産税の納税者は，固定資産評価審査委員会の決定に不服があるとき

は，その取消しの訴えを提起することができる（１項）。 

ｂ ４３２条１項の規定により固定資産評価審査委員会に審査を申し出ること

ができる事項について不服がある固定資産税の納税者は，同項及び前項の規定

によることによってのみ争うことができる（２項）。 

（キ）附則５５条（原子力発電所の事故に関して住民に対し避難指示等を行う

ことの指示の対象となった区域内の土地及び家屋に係る固定資産税及び都市計

画税の課税免除等） 

ａ 市町村長は，当分の間各年度において，原子力発電所の事故に関して原子

力災害対策特別措置法２０条２項の規定により原子力災害対策本部長が当該各

年度の末日までに市町村長又は都道府県知事に対して行った次に掲げる指示の

対象となった区域（当該各年度の初日の属する年の１月１日前にこれらの指示

の対象でなくなった区域を除く。）のうち，住民の退去又は避難の実施状況，

土地及び家屋の使用状況，市町村による役務の提供の状況その他当該区域内の

状況を総合的に勘案し，土地及び家屋に対して当該各年度分の固定資産税又は

都市計画税を課することが公益上その他の事由により不適当と認める区域を指

定して公示するとともに，遅滞なく，総務大臣に届け出なければならない（１

項）。 

１号住民に対し避難のための立退きを行うことを求める指示，勧告，助言その

他の行為を行うことの指示 

２号前号に掲げるもののほか，これに類するものとして政令で定める指示 

ｂ 市町村は，各年度の課税免除区域（前項の規定により公示された区域をい

う。以下この項及び次項において同じ。）内に所在する土地及び当該各年度の

課税免除区域内に当該各年度に係る賦課期日において所在する家屋に対して

は，同法３４２条又は７０２条１項の規定にかかわらず，当該各年度分の固定

資産税又は都市計画税を課さないものとする（２項）。 

ｃ 市町村長は，各年度において，当該各年度の前年度の課税免除区域であっ

て当該各年度の課税免除区域に該当しない区域のうち，住民の退去又は避難の

実施状況，土地及び家屋の使用状況，市町村による役務の提供の状況その他当

該区域内の状況を総合的に勘案し，土地及び家屋に係る固定資産税額（省略）
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又は都市計画税額（省略）のそれぞれ２分の１に相当する額を当該土地及び家

屋に係る固定資産税額又は都市計画税額から減額して当該各年度分の固定資産

税又は都市計画税を課することが適当と認める区域を指定して公示するととも

に，遅滞なく，総務大臣に届け出なければならない（３項）。 

ｄ 市町村は，各年度の減額課税初年度区域（前項の規定により公示された区

域をいう。以下この項及び次項において同じ。）内に所在する土地及び当該各

年度の減額課税初年度区域内に当該各年度に係る賦課期日において所在する家

屋に係る固定資産税額又は都市計画税額のそれぞれ２分の１に相当する額を当

該土地及び家屋に係る当該各年度分の固定資産税額又は都市計画税額から減額

するものとする（４項）。 

ｅ 市町村長は，各年度において，当該各年度の前年度の減額課税初年度区域

のうち，住民の退去又は避難の実施状況，土地及び家屋の使用状況，市町村に

よる役務の提供の状況その他当該区域内の状況を総合的に勘案し，土地及び家

屋に係る固定資産税額又は都市計画税額のそれぞれ２分の１に相当する額を当

該土地及び家屋に係る固定資産税額又は都市計画税額から減額して当該各年度

分の固定資産税又は都市計画税を課することが適当と認める区域を指定して公

示するとともに，遅滞なく，総務大臣に届け出なければならない（５項）。 

ｆ 市町村は，各年度の減額課税第二年度区域（前項の規定により公示された

区域をいう。以下この項及び次項において同じ。）内に所在する土地及び当該

各年度の減額課税第二年度区域内に当該各年度に係る賦課期日において所在す

る家屋に係る固定資産税額又は都市計画税額のそれぞれ２分の１に相当する額

を当該土地及び家屋に係る当該各年度分の固定資産税額又は都市計画税額から

減額するものとする（６項）。 

ｇ 市町村長は，各年度において，当該各年度の前年度の減額課税第二年度区

域のうち，住民の退去又は避難の実施状況，土地及び家屋の使用状況，市町村

による役務の提供の状況その他当該区域内の状況を総合的に勘案し，土地及び

家屋に係る固定資産税額又は都市計画税額のそれぞれ２分の１に相当する額を

当該土地及び家屋に係る固定資産税額又は都市計画税額から減額して当該各年

度分の固定資産税又は都市計画税を課することが適当と認める区域を指定して

公示するとともに，遅滞なく，総務大臣に届け出なければならない（７項）。 

ｈ 市町村は，各年度の減額課税第三年度区域（前項の規定により公示された

区域をいう。以下この項において同じ。）内に所在する土地及び当該各年度の

減額課税第三年度区域内に当該各年度に係る賦課期日において所在する家屋に

係る固定資産税額又は都市計画税額のそれぞれ２分の１に相当する額を当該土

地及び家屋に係る当該各年度分の固定資産税額又は都市計画税額から減額する

ものとする（８項）。 
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イ固定資産税評価基準（Ａ５） 

総務大臣は，地方税法３８８条１項前段の基準等として，固定資産税評価基準

（昭和３８年１２月２５日自治省告示第１５８号。以下「評価基準」とい

う。）を定めて告示しているところ，建物の評価については，概要，次のとお

り定めている。 

（ア）家屋の評価（第２章第１節一） 

家屋の評価は，木造家屋及び木造家屋以外の家屋（以下「非木造家屋」とい

う。）の区分に従い，各個の家屋について評点数を付設し，当該評点数に評点

１点当たりの価額を乗じて各個の家屋の価額を求める方法による。 

（イ）評点数の付設（第２章第１節二） 

各個の家屋の評点数は，当該家屋の再建築費評点数を基礎とし，これに家屋の

損耗の状況による減点を行って付設する。この場合において，家屋の状況に応

じ必要があるものについては，さらに家屋の需給事情による減点を行う。 

（ウ）評点数の算出方法（木造家屋：第２章第２節一，非木造家屋：第２章第

３節一） 

木造家屋ないし非木造家屋の評点数は，当該木造家屋ないし当該非木造家屋の

再建築費評点数を基礎として，これに損耗の状況による減点補正率を乗じて付

設し，原則として次の算式によって求める。この場合において，当該木造家屋

ないし当該非木造家屋について需給事情による減点を行う必要があると認める

ときは，当該木造家屋ないし当該非木造家屋の評点数は，次の算式によって求

めた評点数に需給事情による減点補正率を乗じて求める。 

〔算式〕 

評点数＝再建築費評点数×経過年数に応ずる減点補正率 

（経過年数に応ずる減点補正率によることが，天災，火災その他の事由により

当該木造家屋ないし当該非木造家屋の状況からみて適当でないと認められる場

合にあっては，評価点＝部分別再建築費評点数×損耗の程度に応ずる減点補正

率（＝部分別損耗残価率×部分別経年減点補正率）の合計） 

（エ）損耗の状況による減点補正率の算出方法（木造家屋：第２章第２節五、

非木造家屋：第２章第３節五） 

木造家屋ないし非木造家屋の損耗の状況による減点補正率は，原則として経過

年数に応ずる減点補正率（通常の維持管理を行う場合における経年に応じて通

常生ずる減価を基礎として定めたものをいう。以下「経年減点補正率」とい

う。）によるものとし，経年減点補正率は，木造家屋の場合は，構造区分に従

い「木造家屋経年減点補正率基準表」（別表第９）に示されている補正率によ

って求め，非木造家屋の場合は，構造区分に従い「非木造家屋経年減点補正率

基準表」（別表第１３）に示されている補正率によって求めるものとする。た
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だし，天災，火災その他の事由により当該木造家屋ないし当該非木造家屋の状

況からみて経年減点補正率によることが適当でないと認められる場合において

は，損耗の程度に応ずる減点補正率（部分別損耗減点補正率基準表によって各

部分別に求めた損耗残価率に，当該木造家屋ないし当該非木造家屋についての

経年減点補正率基準によって求めた経年減点補正率を乗じて各部分別に求める

ものをいう。以下「損耗減点補正率」という。）によるものとする。 

（オ）需給事情による減点補正率の算出方法（木造家屋：第２章第２節六，非

木造家屋：第２章第３節六） 

需給事情による減点補正率は，建築様式が著しく旧式となっている木造家屋な

いし非木造家屋，所在地域の状況によりその価額が減少すると認められる木造

家屋ないし非木造家屋等について，その減少する価額の範囲において求めるも

のとする。 

（カ）経過措置（第２章第４節） 

ａ 固定資産税に係る平成２７年度における在来分の木造家屋の評価に係る再

建築評定補正率は１．０６であり，非木造家屋の評価に係る再建築費評点補正

率は１．０５である（第４節一）。 

ｂ 固定資産税に係る平成２７年度から平成２９年度までの各年度における家

屋の評価に限り，評点１点当たりの価額は，１円に「物価水準による補正率」

（福島市の木造家屋については０．９，非木造家屋については全市町村通じて

１．００）と「設計管理費等による補正率」（床面積がおおむね１０平方メー

トル以下の簡易な構造を有するものを除き，木造家屋については１．０５，非

木造家屋については１．１０）とを相乗した率を乗じて得た額を基礎として市

町村長が定める（第４節二）。 

ｃ 固定資産税に係る平成２７年度における在来分の家屋の評価に限り，原則

として次に掲げるいずれかの低い価額によってその価額を求める（第４節

三）。 

（ａ）評価基準第１節から第４節二までによって求めた家屋の価額 

（ｂ）当該家屋の平成２６年度の価額（平成２６年度の家屋課税台帳等に価格

として登録されたものをいう。） 

ウ総務省自治税務局資産評価室長発出に係る平成２３年１０月１４日付け各都

道府県総務部長及び東京都総務・主税局長宛て「東日本大震災により被害を受

けた地方団体等における平成２４年度の固定資産の評価替えについて」（平成

２３年総税評第４６号，以下「総務省通知」という。Ｂ４，９） 

総務省自治税務局資産評価室長は，東日本大震災により被害を受けた地方団体

において，固定資産の価格の決定の延期（地方税法４１０条１項ただし書き）

のみでは平成２４年度の固定資産の価格を円滑に決定することができない可能
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性があることから，評価基準に定める評価方法を簡略化した固定資産の評価

（以下「簡易評価」という。）に関する考え方をまとめ，技術的な助言（地方

自治法２４５条の４）として通知しているところ，その内容は，概要，次のと

おりである。 

（ア）地震，津波及び液状化により被災した家屋について 

地震，津波及び液状化により被災した家屋については，部分別に求めた損耗残

価率に経年減点補正率を乗じて各部分別に求めることが原則であるが，家屋の

被害の実態からみて部分別損耗減点補正率基準表を適用することが困難である

場合その他特に必要がある場合には，部分別損耗減点補正率基準表について所

要の補正を行うことによって，部分別ではなく家屋一棟単位で損耗残価率を求

め，これに経年減点補正率を乗じて算出した率を適用することもできる。な

お，上記家屋一棟単位での損耗残価率を求めるに当たっては，市町村の判断に

より，「災害の被害認定基準」（平成１３年６月２８日府政防第５１８号内閣

府政策統括官（防災担当）通知），「災害に係る住家の被害認定基準運用指

針」（平成２１年６月内閣府（防災担当）），「平成２３年度東北地方太平洋

沖地震に係る住家被害認定迅速化のための調査方法について」（平成２３年３

月３１日内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（災害復旧・復興担当）事務

連絡）及び「地盤に係る住家被害認定の調査・判定について」（平成２３年５

月２日内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（災害復旧・復興担当）事務連

絡）（以下「被害認定基準」と総称する。）に基づく被害認定の判定結果に対

応する被害状況に応じた損耗残価率を活用し，これに経年減点補正率を乗じて

算出した率を適用する方法を参考としながら評価を行うことができる。 

（イ）原子力災害避難区域等に所在する家屋について 

原子力災害避難区域（本件事故に関して警戒区域設定指示等の対象となった区

域をいう。）のうち平成２４年１月１日までに対象区域の解除が指示された区

域等に所在している家屋については評価を行う必要があるところ，その評価に

ついては，上記（ア）と同様，部分別に求めた損耗残価率に経年減点補正率を

乗じて各部分別に求めることが原則であるが，家屋一棟単位で損耗残価率を求

め，これに経年減点補正率を乗じて算出した率を適用することもできる。な

お，上記家屋一棟単位での損耗残価率を求めるに当たっては，市町村の判断に

より，被害認定基準に基づく被害認定の判定結果に対応する被害状況に応じた

損耗残価率を活用し，これに経年減点補正率を乗じて算出した率を適用する方

法を参考としながら評価を行うことができる。 

（ウ）その他 

ａ 損耗減点補正率は，賦課期日現在において，天災，火災その他の事由によ

り当該家屋の状況からみて経過年数に応ずる経年減点補正率によることが適当
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でないと認められる場合に適用されるものであり，基本的には，当該家屋の価

値が大幅に減少する程度の損耗が生じている場合に適用されるものである。な

お，その場合において，経年減点補正率基準表に示されている経年減点補正率

の最低限度（０．２０）の保持が不可能なときは，特例として，当該家屋の評

点数が再建築費評点数の０．１０となる率を最低限度として補正できること

（平成１２年９月１日自治評第３７号通知）に留意すべきである。 

ｂ 災害の影響によって当該地域における家屋の需要等の状況が変化し，それ

に伴い当該地域に所在する家屋の価値が減少する客観的根拠が認められる場合

には，需給事情による減点補正率を適用することが考えられる。なお，原子力

災害の影響による減価を反映するために当該減点補正率を適用する場合は，原

子力災害避難区域であった区域及びその隣接地域であって，減価の客観的根拠

（関係府省のモニタリング結果等）が認められる場合に適用することが適当で

あると考えられる。 

エいわき市は，総務省通知を受けて，東日本大震災により被災した家屋の平成

２４年度以降の賦課処理において，り災証明による損壊判定を目安に損耗残価

率（全壊４０％，大規模半壊５５％，半壊７５％）を設定した上で，損耗の程

度に応ずる減点補正率を適用して評価額を算出することにした（Ｂ５）。な

お，いわき市において，本件各家屋の登録価格の決定当時，評価基準を受けた

評価事務取扱要領等は定めていなかった。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

（１）本案前の争点（本件訴えにおける原処分の取消しを求める範囲が，審査

請求の範囲を超えること等による本件訴えの適法性） 

（被告の主張） 

本件訴えは，固定資産評価委員会に審査申出をした範囲（９９５３万３２３５

円）を超える範囲（１４１８万６５３８円）の取消しを求めているところ，固

定資産評価審査委員会が，市町村長に対する一般的な監督権は有しておらず，

単に審査申出の不服を審査することを目的として設置された機関であり，固定

資産評価委員会は審査申出された範囲を超えて審査決定をすることができない

ことからすれば，本件訴えは，固定資産評価審査委員会の審査決定が存在しな

い範囲の取消しを求めるものであり，不適法なものである。 

仮に原告の主張する金額が例示にすぎないとすれば，訴訟物が特定されていな

いことになり，本件訴えは不適法であるといえる。 

（原告の主張） 

原告は，固定資産評価審査委員会に対し，本件各家屋の登録価格が適正な時価

を超えることから，本件各家屋の登録価格に不服があるとして審査申出を行っ

たものであり，金額は例示に過ぎず，審査決定の存在しない範囲の取消しを求
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めているものではない。 

また，行政処分の取消訴訟における訴訟物が行政処分の違法性一般と解されて

いるところ，取消訴訟で一定の価格を超える部分の取消しを求めるという限定

は，訴訟物を限定するものでなく，勝訴判決の上限を画する訴訟行為に過ぎな

いため，訴訟物が特定されていないことにはならない。 

（２）本案における争点 

ア本件各家屋の登録価格が本件各家屋に適用される評価基準の定める評価方法

に従って決定される価格を上回ること（違法事由〔１〕）の有無 

（被告の主張） 

（ア）損耗減点補正率の適用の要否について 

ａ 被告は，総務省通知を受けて，東日本大震災により被害を受けた家屋の損

耗減点補正率について，被害認定基準による判定結果（り災証明書の損壊判

定）に対応した損耗残価率を適用し，これに経年減点補正率を乗じて算出する

方法を採用しているところ，被告は，原告が本件家屋Ⅰに関するり災証明を提

出しなかったことから，本件家屋Ⅰに損耗減点補正率の適用をしなかったにす

ぎない。 

なお，総務省通知は技術的な助言であるが，技術的な助言とは，地方自治法２

４５条の４第１項等の規定に基づき，地方公共団体の事務に関し，地方公共団

体に対する助言として，客観的に妥当性のある行為を行い又は措置を実施する

ように促したり，又はそれを実施するために必要な事項を示したりするもので

あるところ，技術的な助言の内容は，地方公共団体にとって必要な事項になっ

ているかどうかを検証し，同法の趣旨を踏まえ，必要最小限度のものとなるよ

う徹底を図るとともに地方公共団体の自立性及び自主性に配慮したものになっ

ている。そして，総務省通知において，被害認定基準による判定結果を活用す

る方法が示されていることからすれば，総務省通知の簡易評価の考え方を採用

する場合には，り災証明の取得が必要最小限の要件となる。 

ｂ 原告が主張する南相馬市といわき市の放射線量の測定結果は，いずれも南

相馬市が放射性物質の付着による損耗残価率を適用する運用が開始した平成２

４年度のものではなく，当該測定結果をもって，被告が南相馬市と同様に放射

性物質の付着による建物の価値の減少を認め，損耗減点補正率を適用すべきと

する根拠にはならない。なお，南相馬市の平成２４年の放射線量の測定結果

は，４０か所中３２か所が０．２３μＳｖ／ｈ以上であり，４０か所の平均値

は０．８２μＳｖ／ｈであったことからすれば，本件家屋Ⅰの付近よりも放射

線量は高かったといえる。 

ｃ 本件家屋Ⅰは，原子力災害避難指示区域に所在する家屋でなく，本件家屋

Ⅰに出入りして通気・換気等の維持管理を行なうことが可能であったことから
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すれば，建物の価値が大幅に減少する程度の損耗が生じていると想定できず，

本件家屋Ⅰについて，原子力災害避難指示区域の家屋に準じて損耗による減点

補正をすべき必要はない。 

（イ）需給事情による減点補正率の適用の要否について 

ａ 評価基準は，需給事情による減点補正率について，建築様式が著しく旧式

となっている木造家屋ないし非木造家屋，所在地域の状況によりその価額が減

少すると認められる木造家屋ないし非木造家屋等について，その減少する価額

の範囲において求めるものであると規定している。したがって，需給事情によ

る減点補正率は，当該家屋の建築様式が著しく旧式である場合や豪雪地帯にお

ける家屋などに適用されるものであり，全国的にもかなり限定的に適用されて

いる。 

ｂ 本件各家屋は，いずれも建築様式が著しく旧式になっているとはいえな

い。 

また，本件ゴルフ場は，常磐自動車道四倉インターチェンジから自動車で５分

であり，交通の便が良く，降雪も希で一年を通じて営業ができる地域に所在し

ている上，本件ゴルフ場の近隣の標準宅地価格が平成２３年以降ほぼ横ばいで

あることに加え，本件事故による風評被害も一定の終息を迎えたことを併せ考

えれば，ゴルフ場を運営できない立地上の問題があるとは考えられず，本件各

家屋の所在する地域の状況により家屋の価格が減少するとはいえない。 

仮に，本件ゴルフ場が地域の状況の影響を受けるとしても，本件ゴルフ場のホ

ームページでは，本件家屋Ⅰのクラブハウス内にあるレストランについて，

「ゴルフをされない方も，ランチバイキングのみご利用いただけます。」とさ

れていることからすれば，本件各家屋は別の用途で営業することが可能なもの

であるといえ，また，上記ホームページには，周辺地域情報として，いわき市

のａ・ｂ町周辺の地域の「みどころ」を掲載していることからも，周辺に観光

施設が少ないとは言い難く，需給事情による減点補正率の適用は認められな

い。 

（ウ）以上によれば，本件家屋Ⅰについて，損耗減点補正率ないし需給事情に

よる減点補正率を適用する必要はないところ，被告は，本件家屋Ⅰが主要構造

部に鉄筋コンクリートを使用して昭和５１年に建築された事務所であることか

ら，評価基準（非木造家屋経年減点補正率基準表）に基づき，経年減点補正率

を０．５２として登録価格を算定しており，本件家屋Ⅰの登録価格が，本件家

屋Ⅰに適用される評価基準の定める評価方法に従って決定される価格を上回る

とはいえない。 

（原告の主張） 

（ア）本件家屋Ⅰにおける損耗減点補正率の適用の要否について 
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ａ 本件家屋Ⅰは，東北地方太平洋沖地震による損傷及び本件事故による放射

能汚染という被害を受けていることからすれば，損耗減点補正率を適用すべき

である。 

なお，評価基準は，り災証明がなければ損耗減点補正率の適用が認められない

とは定められておらず，また，総務省通知が「技術的な助言」に過ぎないこと

からすれば，原告が本件家屋Ⅰに関するり災証明を取得していないことをもっ

て損耗減点補正率の適用をすべきでないことの理由にはならない。 

ｂ 総務省通知においては，原子力災害避難区域等について，原則的に立入り

が不可能であり，当該区域に所在する家屋は通常の維持管理が行えない状態に

あるため，家屋の内部の通気・換気ができず，湿度の上昇やほこり等の滞留に

よって損害が発生すると考えている。そして，本件家屋Ⅰは，原子力災害避難

区域に所在する家屋ではないものの，総務省通知が必ずしも原子力災害避難区

域に所在する家屋に限定されないことを明記していることに加え，本件ゴルフ

場の所在する地域に対し平成２３年４月２２日まで屋内退避指示が出され，本

件ゴルフ場の支配人及び従業員等が避難していたこと，屋内退避指示解除後も

本件ゴルフ場が営業を再開できておらず，本件家屋Ⅰの通気・換気等が十分に

行なわれていない状況であることからすれば，原子力災害避難区域に所在する

家屋に準じて，損耗減点補正率の適用を認めるべきである。 

ｃ 南相馬市では，放射性物質の付着によって建物自体が直接的に減額される

ものと扱っているところ，本件家屋Ⅰの隣接地点における空間放射線量（いず

れも０．２３μＳｖ／ｈ以上）は，南相馬市の大部分の放射線量よりも高いこ

とからすれば，本件家屋Ⅰについても放射性物質の付着によって建物の価値自

体の減少を認め，損耗減点補正率を適用すべきである。 

ｄ 被告は，本件家屋Ⅰをクラブハウスとして用途区分を「事務所，店舗，百

貨店用」の鉄筋コンクリート造の非木造住宅と評価しているが，その一方で，

本件ゴルフ場の土地については，コース上に指定廃棄物が保管され，移動の目

処もたっていないこと等を理由に，山林比準の雑種地として地目認定した上

で，登録価格の算定を行っている。このように本件ゴルフ場がゴルフ場として

利用できない状況にあることからすれば，本件家屋Ⅰも本件ゴルフ場のクラブ

ハウスであることを前提とした用途区分により評価すべきではない。 

（イ）本件各家屋の需給事情による減点補正率の適用の要否について 

ａ 本件各家屋は，本件ゴルフ場と一体となって利用されて初めて機能を発揮

することができるものであり，本件各家屋をゴルフ場から分離した場合には，

利用者が極めて少なく，他の用途への転用も考えらないことからすれば，市場

性は極めて低くなり，需要はないに等しいところ，本件ゴルフ場は，上記のと

おり営業の再開の目処が立っていない状態である。これに加え，本件ゴルフ場



福島地裁 平成 27 年（行ウ）3 

13 

 

の周辺環境も本件事故の影響を受けていること等も考慮すれば，本件各家屋

は，所在地域の状況によりその価額が減少すると認められる非木造家屋に該当

するものであり，需給事情による減点補正率を適用すべきであるといえる。 

ｂ 総務省通知には，原子力災害避難区域及びその隣接地域等であって，減価

の客観的根拠（関係府省のモニタリング結果等）が認められる場合，需給事情

による減点補正を行なうことが適当であると考えられる旨の記載があるとこ

ろ，いわき市は原子力災害避難区域の隣接区域である上，本件ゴルフ場に指定

廃棄物が保管されていることからすれば，本件各家屋について需給事情による

減点補正率を適用すべきことは明らかである。 

（ウ）以上によれば，本件各家屋は，損耗減点補正率ないし需給事情による減

点補正率を適用して登録価格を決定すべきであり，本件各家屋の登録価格は，

評価基準の定める評価方法に従って決定される価格を上回るものであったとい

える。したがって，本件各家屋の登録価格を適正なものであると判断した本件

審査決定は違法である。 

そして，本件各家屋の適正な時価は，本件ゴルフ場の土地につき，審査申出の

結果として，登録価格を３億０５４８万２０１３円から２１７７万０２７７円

に変更する旨の審査決定がなされたことから，本件家屋についても同様の割合

で減額をすべき（１億９９０６万６４７０円×２１７７万０２７７円÷３億０

５４８万２０１３円＝１４１８万６５３８円）である。 

イ評価基準の定める評価方法によっては適正な時価を適切に算定することがで

きない特段の事情及びその結果本件各家屋の登録価格が本件各家屋の客観的な

交換価値としての適正な時価を上回ること（違法事由〔２〕）の有無 

（原告の主張） 

本件事故前である平成２３年３月１１日時点における，本件各家屋を含む本件

ゴルフ場の価格について調査を行った有限会社栄鑑定評価による調査報告書で

は，本件各家屋の再調達価格は合計８億４９１１万円であるところ，ゴルフ場

と一体の施設であることなどを考慮し，９０％から９５％の減価率をもって減

価額を算定した（９０％から９５％の残存価値があると算定した）上で，市場

性減価として８５％の減価をした（１００％－８５％＝１５％を乗じた）結

果，本件各家屋の価格としては合計１２５３万２５００円となる旨の調査結果

がされている。そして，原告は，上記のとおり本件各家屋について評価基準等

に基づいて放射線物質の付着により７０％の残価率を適用した上で，需給事情

による減点補正を行なうべきであると主張しているが，このような算定を行な

ったとしても上記調査報告書の調査結果とは大きな隔たりがある。したがっ

て，評価基準等に基づいて算定された登録価格が，適正な時価を適切に算定す

ることができない特別の事情があるといえ，本件登録価格が本件各家屋の客観
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的な交換価値を上回ることは明らかである。 

（被告の主張） 

否認ないし争う。 

 

【当裁判所の判断】 

１ 本案前の争点（本件訴えにおける原処分の取消しを求める範囲が，審査請

求の範囲を超えること等による本件訴えの適法性）について地方税法は，固定

資産税の納税者が登録価格について不服がある場合，固定資産評価審査委員会

に対する審査申出（同法４３２条１項）及び同委員会の審査決定に対する取消

訴訟の提起のみによって争うことができる旨規定している（同法４３２条１

項，４３４条１項・２項）。 

このように地方税法が固定資産の登録価格についての不服の審査を評価，課税

の主体である市町村長から独立した第三者的機関である固定資産評価審査委員

会に行わせることとしているのは，中立の立場にある同委員会に固定資産の評

価額の適否に関する審査を行わせ，これによって固定資産の評価の客観的合理

性を担保し，納税者の権利を保護するとともに，固定資産税の適正な賦課を期

そうとするものであると解されていること（最高裁平成２年１月１８日第一小

法廷判決・民集４４巻１号２５３頁参照）に加え，審査申出者（納税者）が通

常は固定資産の評価に関する専門的知識を有していないことを併せ考えれば，

固定資産税の登録価格に関する審査申出においては，登録価格が適正な時価を

上回るものか否かが審理，判断され，審査申出人の主張価格の範囲に審理，判

断が限定されないと解するのが相当である。そこで，本件審査決定は，原告に 

おける登録価格の審査申出に対し，登録価格が適正な時価を上回るものでない

と判断したものであり，本件訴えは，審査決定の存在しない範囲の取消しを求

めるものとはいえない。 

また，納税者が固定資産評価審査委員会の認定した価格の違法を主張して審査

決定のうち一定の価格を超える部分の取消しを求める訴えを提起した場合であ

っても，当該取消訴訟の訴訟物は審査決定の違法性一般と解されるのであって

（前掲最高裁平成１７年７月１１日第二小法廷判決・民集５９巻６号１１９７

頁参照），納税者が請求の趣旨に付した一定の価格を超える部分という限定

は，訴訟物を限定するものでなく，そのような限定の有無によって訴訟物の特

定に影響を及ぼすものではない。上記のような請求の趣旨に付した一定の価格

を超える部分という限定は，裁判所が，訴訟資料によって当該固定資産の価格

を認定することができる場合において，価格を認定して審査決定を取り消すと

きにおける勝訴判決の上限を画する訴訟行為に過ぎない。 

したがって，本件訴えは適法である。 
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２ 本案における争点について 

（１）違法事由〔１〕の有無 

ア総務省通知の位置付け 

（ア）総務省通知は，東日本大震災により被害を受けた地方公共団体の状況に

鑑み，評価基準に定める評価方法の簡略化に関する考え方を示した技術的な助

言（地方自治法２４５条の４）であることからすれば，総務省通知に従い固定

資産の登録価格を算定する場合は，評価基準に従って登録価格を算定する場合

に準じるものと解するのが相当である。なお，総務省通知は，平成２４年度の

固定資産の評価替えに関するものではあるが，総務省通知において，簡易評価

の考え方は他の災害により被害を受けた地方公共団体においても参考となり得

る旨の記載があることからすれば，各地方公共団体の状況に応じて，平成２７

年度の固定資産の評価替えにおいても同様の扱いをすることも合理性を有する

ものといえる。 

（イ）この点，技術的な助言とは，客観的に妥当性のある行為を行い又は措置

を実施するように促したり，そのために必要な事項を示したりするものである

ところ，地方公共団体には一般的な尊重義務はあるが，地方公共団体を権力的

に拘束するものではないことに加え，総務省通知に，簡易評価に関する考え方

について「参考までにお知らせします」という記載があることを併せ考えれ

ば，総務省通知は，東日本大震災の被害状況に鑑みて，簡易な評価方法を示し

たものにすぎず，当該簡易な評価方法を採用するかは各自治体の判断に委ねら

れているものと解される。 

（ウ）そして、被告は，総務省通知のうち地震，津波及び液状化で被災した家

屋における損耗減点補正に関する簡易評価方法を参考にし，被害認定基準に基

づく被害認定の判定結果（り災証明）を活用した損耗減点補正率の適用を行っ

ている一方で，原子力災害避難区域に所在する家屋の損耗減点補正の簡易評価

方法を参考とした運用は行っていないところ，上記のような被告の運用に従っ

て算定した適正な価格を本件各家屋の登録価格が上回る場合には，本件審査決

定は違法であると判断されることになる。 

イ認定事実 

前記前提事実に加え，後掲証拠（認定に供した証拠等の掲記がない事実は，当

事者間に争いがない。）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。 

（ア）本件ゴルフ場は，山林を造成したゴルフ場であるが，本件事故に起因す

る放射性物質の除去を目的にコース部分の芝がはがされた上，本件各家屋の平

成２７年度の賦課期日の時点においては，コース部分に指定廃棄物に指定され

た芝が保管されており，今後の指定廃棄物の移動の見通しが立っておらず，直

ちにゴルフ場として営業を再開できるような状態にない土地となっていた（Ａ
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６，弁論の全趣旨）。 

（イ）原告は，本件各家屋の平成２７年度の賦課期日の時点において，本件家

屋Ⅰに関するり災証明を取得していなかった。り災証明は，地震，津波及び液

状化による傾斜による建物の損傷被害（全壊，大規模半壊，半壊）を証明する

ものである。（Ｂ４，５，弁論の全趣旨） 

（ウ）本件ゴルフ場のホームページには，本件家屋Ⅰのクラブハウス内にある

レストランについて，「ゴルフをされない方も，ランチバイキングのみご利用

いただけます。」との記載を含む記事を掲載していた上，本件ゴルフ場の周辺

地域情報として，いわき市のａ・ｂ町周辺の地域の年間イベントに関する情報

やみどころ（久ノ浜波立海水浴場，海竜の里センター，いわき市アンモナイト

センターなど）を掲載していた（Ｂ３の５）。 

（エ）本件ゴルフ場は，いわき市ａに所在しており，常磐自動車道いわき四倉

インターチェンジから自動車で５分（道路距離で約６ｋｍ），いわき市街地

（平地区）まで自動車で３０分の距離にある。上記地域は，年間を通じて比較

的温暖な海洋性気候であり，積雪は少なく，１年を通じてゴルフが可能であ

る。（Ａ２５，Ｂ３の２・４） 

（オ）いわき市は，全域について原子力災害避難区域（総務省通知では，本件

事故に関して警戒区域設定指示等の対象となった区域をいう。）に指定されな

かった一方で，南相馬市は，一部地域が原子力災害避難区域に指定された（顕

著な事実）。 

ウ損耗の程度に応ずる減点補正率の適用の要否について 

（ア）地震，津波及び液状化による損耗に関する損耗減点補正の関係上記のと

おり，被告は，総務省通知を受けて，東日本大震災により被災した家屋の平成

２４年度以降の賦課処理について，り災証明による損壊判定を目安に損耗残価

率を設定した上で，損耗の程度に応ずる減点補正率を適用して評価額を算出し

ている。 

そして，上記認定事実のとおり，原告が本件家屋Ⅰについてのり災証明を取得

していなかったことからすれば，本件家屋Ⅰについて，地震による損耗を理由

とする損耗減点補正率の適用をすべきとは認められない。また，損耗減点補正

率は，天災，火災その他の事由により当該家屋の状況からみて経年減点補正率

によることが適当でないと認められる場合に適用されるものであり，基本的に

は，当該家屋の価値が大幅に減少する程度の損耗が生じている場合に適用され

るものであるが，本件全証拠によっても，本件各家屋に価値が大幅に減少する

程度の損耗が生じていたと認めることはできない。 

（イ）原子力災害避難区域等に所在する家屋の損耗減点補正について 

上記のとおり，被告は，総務省通知における原子力災害避難区域等に所在する
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家屋の損耗減点補正についての簡易な評価方法を採用していないところ，本件

建物１の所在する区域は，原子力災害避難区域に一度も指定されていない上，

原告が本件建物１につき通気・換気等の通常の維持管理が行えない状態にあっ

たとは認められないことからすれば，本件各家屋に損耗による減点補正を認め

るべきであるとはいえない。 

なお，本件ゴルフ場の所在する地域に対し平成２３年４月２２日まで屋内退避

指示が出されたことにより，本件ゴルフ場の支配人及び従業員等が避難してい

たとしても（なお，本件ゴルフ場の所在地が屋内待避指示の対象区域内である

かは証拠上明らかでない。），本件事故後約１か月間のことであり，この間に

維持管理ができなかったことを理由として通常以上の損耗が生じているとはい

えず，上記認定は左右されない。 

（ウ）放射性物質の付着によって建物自体が直接的に減額されるものと取り扱

うことについて南相馬市において放射性物質の付着によって建物自体が直接的

に減額されるものと扱っているとしても，評価基準及び総務省通知に放射性物

質の付着による建物の直接の減額について規定されていないことに加え，いわ

き市と南相馬市は，原子力災害避難区域の指定の有無等をはじめとする被害状

況が異なることからすれば，被告において，放射性物質の付着により建物自体

が直接的に減額されたものとして損耗減点補正をしなければならないとはいえ

ない。 

（エ）以上によれば，本件家屋Ⅰについて損耗減点補正率を適用しなければな

らいとは認められない。 

エ需給事情による減点補正率の適用の要否について 

（ア）需給事情による減点補正率の適用場面 

評価基準は，家屋の固定資産税の課税標準の算定方法において再建築価格法を

採用し，そのうえで，家屋の状況に応じ必要があるもの（建築様式が著しく旧

式になっている場合や，所在地域の状況により家屋の価額が減少すると認めら

れる場合）については，さらに家屋の需給事情による減点を行うものとするこ

とを定めている（評価基準第二章第一節二）。このように需給事情による減点

補正を認めているのは，再建築価格方式は，評価の方式化が比較的容易であり

個別的な事情による偏差が少ないという合理性があるものの，需要と供給の間

に乖離があり，そのために再建築価格方式による家屋の評価が当該家屋の適正

な時価とはいいがたい場合もあることから，そのような場合に，需給事情によ

る減点補正をすべきことを定めたものと解される。 

したがって，上記のような趣旨からすると，需要と供給の間に乖離がある場合

には，需給事情による減点補正をしなければならないのであるから，需給事情

による減点補正率を適用するのは極めて限定的な場合に限られるとまではいえ
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ない。 

（イ）個別的な事情等による偏差を排除すべきか否か 

上記のとおり，評価基準は，個別的な事情による偏差が少ないという利点も考

慮し，家屋の評価額の算定において再建築価格法を採用したのであるから，需

給事情による減点補正率を適用するにあたっても，過度に個別的な事情等によ

る偏差・格差を考慮するべきではない。もっとも，当該家屋の所在地域の状況

が当該家屋の価格を減少させるのか否かを判断する際には，所在地域の状況が

当該家屋に対してどのような影響を及ぼすのかを検討しなければならず，当該

家屋の個別的な要因を全く捨象して判断することはできないから，需給事情に

よる減点補正率の適用においては，所有者の意図した利用目的やその時々にお

ける利用方法の巧拙といった主観的事情を離れ，客観性ないし一般性を有する

価格変動要因が肯定される場合，すなわち，家屋が特定の土地に定着するもの

であることに起因する家屋の所在地域の状況による価格変動要因ないし家屋の

個別性が強く代替性に乏しいことに起因する家屋の利用価値による価格変動要

因が肯定される場合には，個別的な要因についても需給事情による減点補正率

を適用すべきであると解するのが相当である。 

（ウ）本件各家屋における需給事情による減点補正の要否 

評価基準においては，「建築様式が著しく旧式となっている」木造家屋ないし

非木造家屋，「所在地域の状況によりその価格が減少すると認められる」木造

家屋ないし非木造家屋について，その減少する価格の範囲内において求めるも

のとする旨定められているところ，本件各家屋については，本件全証拠によっ

ても，建築様式が著しく旧式であると認めることはできないことから，本件各

家屋が「所在地域の状況によりその価格が減少すると認められる」か否かが問

題となる。 

本件各家屋は，本件ゴルフ場の附帯施設であるクラブハウスや店舗，倉庫等で

あって，本件ゴルフ場と一体利用されて初めて機能性を発揮することができる

建物であり，その需要は元来本件ゴルフ場の利用者に大きく依存しており，他

の用途への転用も容易でないと考えられることからすれば，本件ゴルフ場の利

用から独立した形態での需要を期待し得るとはいえない。そして，上記認定事

実のとおり，本件ゴルフ場は直ちにその営業を再開できるような状態ではなか

ったことからすれば，本件各家屋は，本来の用途に使用し得ない状況にあった

ものといえる。本件ゴルフ場が営業していた時期において，本件家屋Ⅰに設置

されたレストランで，ゴルフ場の利用客以外の客を対象にランチバイキングの

営業を行っていたことがそのホームページの記載からうかがえるが，本件ゴル

フ場を閉鎖した状況において，近隣の観光施設を訪問する客を対象とする営業

を行うことによって，施設を本来の用途に使用するのと同等の有効活用しうる
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状況にあったとは認められない。そして，このように，ゴルフ場の付帯施設と

して建設された家屋について，客観的にゴルフ場と一体として利用することが

できない状況にある場合には，市場における需要が見込めないことは当然であ

り，その市場における評価額も低下しているというべきである。この点は，本

件ゴルフ場が常磐自動車道の四倉インターチェンジから道路距離で約６ｋｍで

あり，いわき市街地まで自動車で約３０分の立地であること，降雪が少ない地

域であること，本件ゴルフ場の所在地域の近隣の標準宅地価格が平成２３年以

降ほぼ横ばいであることなどの被告が指摘する 

事情によって，左右されるものではない。なお，固定資産税の登録価格は，当

該対象財産の適正な時価をいうものである（地方税法３４１条５号，同条４０

３条１項）から，本件ゴルフ場が営業できないことによって東京電力に対して

賠償請求を行い得ることは，上記判断に影響を及ぼさない。 

以上によれば，本件各家屋については，家屋の個別性が強く代替性に乏しいこ

とに起因する家屋の利用価値による価格変動要因が肯定されるから，個別的な

要因に基づき需給事情による減点補正を適用すべきであったといえる。したが

って，上記のような需給事情による減点補正を考慮しない本件各家屋の登録価

格は，適正な時価を上回らないものと認めることはできない。 

（２）小括 

ア以上のとおり，本件各家屋の登録価格は，需給事情による減点補正を行って

いないことにより，その余の点を判断するまでもなく，適正な時価を上回らな

いとは認められない。したがって，本件各家屋の登録価格が適正価格であると

した本件審査決定は違法である。 

イところで，審査決定の取消訴訟においては，固定資産評価審査委員会の認定

した価格の適否が問題となるところ，裁判所が，審理の結果，基準年度に係る

賦課期日における当該不動産の適正な時価等を認定した場合には，当該審査決

定が金額的にどの限度で違法となるかを特定することができるから，審査決定

を取り消すに当たり，納税者が，審査決定の全部の取消しを求めているか，そ

の一部の取消しを求めているかにかかわらず，当該審査決定のうちその適正な

時価等を超える部分に限りこれを取り消せば足りる（前掲最高裁判所平成１７

年７月１１日第二小法廷判決）。 

これに対し，審理の結果，適正な時価を認定するに足る訴訟資料がなく，か

つ，固定資産評価審査委員会の認定した価格が適正な時価を上回わらないと認

定できない場合には，当該審査決定が金額的にどの限度で違法となるかを特定

することができないのであるから，適正な時価がいくらであるか，固定資産評

価審査委員会に改めて審査させるため，審査決定の全部を取り消すこともやむ

を得ないというべきである。上記のとおり原告が請求の趣旨に付した一定の価
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格を超える部分という限定は，裁判所が訴訟資料により適正な時価を具体的に

認定することが可能である場合に，当該認定をした上で審査決定の一部を取り

消す場合における勝訴判決の上限を画するものと解すべきであり，裁判所が適

正な価格を認定できず，したがって，審査決定がどの範囲で違法であるか特定

できないという理由で審査決定の全部を取り消す場合にまで、その限定は及ば

ないと解される。 

本件においては，問題となる家屋の需給事情による減点補正率を積極的に認定

しうる訴訟資料はないから，本件各家屋に係る本件審査決定の全部を取消した

上で，処分行政庁に審査をやり直させざるを得ない。 

３ 結論 

よって，本件審査決定は違法であり，その全部を取り消すべきであるから，主

文のとおり判決する。 

福島地方裁判所第一民事部 

裁判長裁判官金澤秀樹裁判官内藤和道裁判官田屋茂樹 

別紙物件目録 

１ 家屋Ⅰ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｄ△△番地△△ 

家屋番号△△番△△ 

種類事務所・休憩室・食堂 

構造鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

床面積１階１６７９．０２平方メートル 

２階８２０．８２平方メートル 

３階１２４．８５平方メートル 

４階１２４．８５平方メートル 

２ 家屋Ⅱ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｄ△△番地△△ 

家屋番号未登記 

構造鉄骨造ストレート平家建 

床面積８７．７７平方メートル 

３ 家屋Ⅲ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｄ△△番地△△ 

家屋番号未登記 

構造鉄骨造亜鉛鋼板平家建 

床面積６８．６３平方メートル 

４ 家屋Ⅳ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｄ△△番地△△ 
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家屋番号未登記 

構造軽量鉄骨造ストレート平家建 

床面積２９．１６平方メートル 

５ 家屋Ⅴ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｄ△△番地△△ 

家屋番号△△番△△ 

種類管理室 

構造軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 

床面積１階６９．８５平方メートル 

（附属建物の表示） 

符号１ 

種類倉庫 

構造木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 

床面積４９．１４平方メートル 

６ 家屋Ⅵ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｅ△△△番地 

家屋番号△△△番 

種類店舗 

構造木造ストレート葺平家建 

床面積３１．４６平方メートル 

７ 家屋Ⅶ 

所在いわき市ｂ町ｃ字ｆ△番地△△ 

家屋番号△番△△ 

種類店舗 

構造木造ストレート葺平家建 

床面積３１．４６平方メートル 

以上 


